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The Next Vehicle World
胎動する次世代ビークルの世界 ⑪

海外動向が示唆する
モビリティカンパニーの

方向性

伊　藤　宮代さんは数年前から自動運転や都市
交通などを研究されていらっしゃいますが、ト
ヨタ自動車の豊田社長が自動車メーカーからモ
ビリティカンパニーに変革するとご発言される
など、宮代さんが研究されている方向に時代が
近づいていると感じています。しかし、自動車
メーカーの方とお話ししていると四輪車をどう
するかという発想から抜け出せないと印象を持
ちます。一方で、海外ではダイムラーと BMW
がモビリティサービスで合弁会社の設立を決め
る、アメリカでも GM が自動運転車の量産に
向けて新会社を設立する、フォードが次世代モ
ビリティの新会社を作るなど従来の自動車メー
カーのあり方を大きく変えていく取り組みを加
速しています。宮代さんは都市交通や街づくり
などについて色々と調査されていますが、海外
の動向を踏まえて日本の自動車メーカーはどう
していくべきかとお考えでしょうか。

宮　代　世界の自動車メーカーがモビリティに
ついて新しい取り組みを始めた理由は、アメリ
カ、ヨーロッパ、日本というそれぞれの地域に
よって違うと考えています。
　まずはヨーロッパですが、ヨーロッパの主力
メーカーであるドイツの自動車メーカーがモビ
リティサービスに乗り出す前に、様々な取り組
みが行われてきた歴史があります。例えばパ
リ市における自転車シェアのサービスである
Velib’ や、自転車の延長上で始まった Autolib’
という路上で電気自動車を借りて別のスポット
に自由に乗り捨ててよいというカーシェアリン
グサービスです。Velib’ が始まったのは 2007
年ですから、それから 10 年近い歴史があり現
在では成功しているとみられています。パリ市
がこのような取り組みを始めた背景としては、
市内に駐車スペースが限られている一方で、多
くの人がクルマを所有していながらもさほど
使っていないという現状がありました。そこ

で、パリ市としてはシェアしてみようという
発想でまずは自転車で始めて、電気自動車で
もやることにしたのです。ただし、パリ市が
始めたときには自動車メーカーは一切絡んで
いません。電気自動車のケースでも、パリ市
の公募で最後まで残った二社は Transdev（ト
ランスデブ）という様々な公共交通サービスを
展開している会社と、Bolloré（ボロレ）という
会社でして、両社とも自ら電気自動車を製作
してサービス展開までするコンセプトで始め
ました。
　このようなサービスを実際に展開していく際
にカギを握るのは、乗り捨てによって特定の場
所に車両が偏ってしまうことになった際に、ど
のようにして車両を回収して再配置するかとい
うノウハウです。たまたまコンペの最終結果が
出る前にトランスデブ社の方にインタビューす
る機会に恵まれたのですが、彼らはカーシェア
リングスポットの配置と偏った車両の回収ノウ
ハウが今後のモビリティサービスにとって重要
になると既に気づいていました。回収のために
学生バイトを活用する、お客様自身が元のス
ポットや事業者が指定した駐車スポットに返却
してくれた場合には利用料金を安くするといっ
た方法を色々と考案し、実際にビジネスとして
成立させることを “ インテグレーションビジネ
ス ” と言っていました。今では、インテグレー
ションという言葉は当たり前になっています
が、彼らは既に当時からそういう構想を持って
いたのです。
　したがって、モビリティサービスのコンセプ
トについて先行していたのはフランスだと考え
ています。パリ市のモデルが成功したことでド
イツなどヨーロッパの他の都市も注目するよう
になり、パリ市がカーシェアリングを始めた
のとほぼ同時期にダイムラーが Car2Go とい
うカーシェアリングサービスを始めました。
Velib’ という自転車シェアで先行する成功事例

　今年に入ってからトヨタ自動車の豊田章男社長は、トヨタ自動車が「自動車メーカー」から「モビリ
ティカンパニー」に変革するというメッセージを強く出されています。1月のラスベガスのCESにおいて
e-Paletteを発表した際の発言を皮切りに、5月の決算発表、6月末にコネクティッド機能を搭載した
新型クラウンと新型カローラの新車発表会など、繰り返し「モビリティカンパニー」という言葉を強調さ
れています。
　その背景には、自動運転技術の進展などによって、世界の自動車産業が大きな変革期に入って
いることがあると考えています。実際、ダイムラーとBMWは3月末にモビリティサービスに関する両社
の事業を統合して合弁会社を設立すると発表していますし、フォードは7月24日に新会社「フォード・オー
トノマズ・ビークルズ」を設立し、自動運転車の量産化に取り組むことを発表しました。大手自動車メー
カーによるこれらの動きをみると、グーグル、ウーバー、バイドゥなどの異業種が自動車周辺のモビリティ
ビジネスに急速に参入してきていることへの強い危機感があるのではないかと推測しています。
　そこで、トヨタ自動車において35年間ご勤務されており、現在はトヨタ自動車系のシンクタンクであ
る株式会社国際経済研究所においてモビリティビジネスについての調査・研究・コンサルティングに
従事されている宮代陽之シニアフェローから、モビリティに関する世界動向についての考察を伺うとと
もに、自動車メーカーがモビリティカンパニーに変革するためには何が必要となるのかを伺いたいと思
います。
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があったことで徐々に自動車メーカーが自らモ
ビリティサービスに取り組むようになっていっ
たのではないかと思います。

伊　藤　パリ市が都市交通政策の一環として導
入したモビリティサービスが最初のきっかけと
なり、そこに新興企業が実際にビジネス展開し
て成功したことによって、ようやく自動車メー
カーなど大手が動き始めたという経緯だったの
ですね。

宮　代　ヨーロッパの都市ではガレージを持た
ずに路肩に駐車する路上駐車が一般的です。し
たがって、クルマの数が多いと路肩がクルマで
塞がれてしまいます。パリ市などの都市交通政
策の実施主体からすると、路肩のスペースを空
けられることは交通政策や都市の美観の視点か
らは大きなメリットにつながりますので、その
ために個人所有の乗用車を都市から減らせる
シェアリングに取り組む意義があったのだと思
います。今のパリ市では環境派の市長が就任し
ていますので、更に自家用車を街から締め出し
ていく、電気自動車ではないクルマの販売をゼ
ロにする、などと色々なことを言い出していま
す。しかし、そういう発言につながる前提とし
て都市に増えすぎた自家用車の問題があったこ
とは確実です。更に、国連などによると 2050
年には欧米の人口の 7、8 割は都市に住むとい

われており、都市化による渋滞や駐車スペース
の欠如は更に深刻化すると思われます。その問
題は中国やインドなどでも同じです。したがっ
て、渋滞、駐車スペース、大気汚染、インフラ
の整備コストなどの問題を解決するために都市
から自家用車を締め出していく傾向は更に強
まっていくと思われます。

伊　藤　モータリゼーションが行き過ぎたこと
による負の部分がクローズアップされてきたと
いうことなのですね。

宮　代　そうです。モータリゼーションがもた
らす負の部分が都市にとって実感できるレベル
になってきたということです。

伊　藤　その傾向はアメリカでも同じでしょ
うか。

■スラム街解消の一環として「移動」に
　注目が集まった

宮　代　アメリカでも同じような傾向となって
います。高速道路網を始め、アメリカでイン
フラが大規模に整備されたのは 50 年前ですの
で、都市部を中心としてインフラの老朽化が深
刻になってきています。また、アメリカだけの
問題ではなく、ヨーロッパにも共通して言える
こととして、都市化が進むと貧困層が増えると
いう問題があります。貧困層の多くは自家用車
などの移動手段を持たないため固まって住むと
いう傾向があります。ただし、市内中心部は地
価が高いので、少し離れた場所に離れて住むこ
とになり、そこにはバスも地下鉄もないので固
まってスラム街を形成するようになっていきま
す。1960 年代にフランスで起きた問題は、ア
フリカからの移民が虫食いのようにパリ市内に
スラム街を形成し、学校に行けない／行かない

子供たちが大人になってスラム街がどんどん犯
罪の温床になっていくという現象でした。
　そこでフランスでは世界で初めて「移動権」と
いう自ら移動する権利を保障することとし、貧
困層が学校に行ける、働きに出られる状態を作
り出したのです。その後、ドイツやアメリカで
も移動権とは言いませんが、実質的に同様のこ
とを認めるようになっていきました。こういう
流れになった背景としては、都市が魅力的にな
ればなるほど富裕層だけでなく貧困層も都市に
流入してくるという現実があり、流入してきた
貧困層が孤立しない対策を考える必要に迫られ
ていき、その対策を講じてきた結果としてモビ
リティサービスが発展してきたということだと
捉えています。
　一方、日本では都市やその周辺に多くの人が
居住していて、大勢の人が都心に通勤していま
すが、公共交通機関が毛細血管のように張り巡
らされ、それらを安価で利用できる仕組みが早
期に作られていきました。そして、日本では貧
富に関わらずすべての人が鉄道、バス、地下鉄
を利用しますので、欧米の都市が抱えたような
課題を意識することなく今に至ったのだと思い
ます。

伊　藤　貧困層に移動権を与えるということは
治安を良くするという政策とも
リンクしているように思いま
す。例えば、ニューヨークのブ
ルックリン地区という場所は犯
罪に合うリスクがあるといわれ
て昔は近づくこともはばかれる
場所でしたが、今ではどちらか
というとお洒落なスポットに
なっています。移動権と治安の
解消には関係性があると見たほ
うが良いのでしょうか。
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宮　代　私は 1988 年から 90 年にニューヨー
クに住んでいましたが、当時はハーレム地区な
どの治安が悪い場所があり、ニューヨーク市に
は犯罪に巻き込まれかねないという緊張感があ
りました。しかし、治安を改善するための対策
として二つのことが行われました。一つは犯罪
を徹底的に取り締まるためにかなり警察官を増
やす、取り締まりを厳しくするという直接的な
対策です。もう一つが街を綺麗にして街の景観
を良くするとともに、バスの割引などを組み合
わせたモビリティの改善です。後者の取り組み
によって、低所得者層が域外に出かけられるよ
うになって社会参画が進み、結果的にスラム街
が無くなっていったのです。
　この成功事例は全米にも共有されており、現
在、ロサンゼルス市では “ マイクロトランジッ
トプロジェクト ” という取り組みを進めてい
て、まさに低所得者層も利用できるモビリティ
サービスを公募しています。そこには、単なる
弱者救済という意味だけではなく、低所得者層
が社会参画できる仕組みを作ることで街を良く
していけるという確信があるのだと思います。

伊　藤　ロサンゼルスではドーナツ化現象で都
市の機能がどんどん周囲に拡散していきました
が、低所得者層の移動問題に取り組むことで都



多様なモビリティサービスが展開：San Francisco

2(出所：2018-05-04 GovernmentTech “SF Will Be Ready for the Next Transportation Startup Craze”他各社HP等を基に国際研作成）

【SF市のスタンス】
 事前許可求める限り新
サービスに寛容
-E-Scooter野放しの反省

 市資産(道路・路側・歩
道等）有効活用奨励

【次なる狙い？】
 移動情報の業者との共
有

 交通弱者移動アクセス
保証(高齢者・障碍者・深夜・
低所得層)

 事故死ゼロ目指す安全
取組み強化(Vision Zero)

図 1：多様なモビリティサービスが展開されているサンフランシスコ市
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心回帰を狙っているということでしょうね。

■「都市の経営」が行いやすい
　社会システムがある欧米

宮　代　欧米の都市では、都市の魅力を高めて
いくと低所得者層も流入してくることが経験的
に分かっているため、どうやってセーフティー
ネットを張るかということも含めて都市政策を
実施する裁量の余地が地方自治体に与えられて
います。欧米では自動車関連の税金、車両の登
録料、免許更新料、駐車違反の罰金など、自動
車関係の財政収入が市町村に入るようになって
いて、それが財政上の重要な収入源になってい
ます。一方、日本では多くの制度が中央集権的
になっているため、地方自治体の裁量の余地は
欧米と比べて少なかったり、国、県、市町村で
案分されたりすることが多いです。

伊　藤　自動車関連税制に代表されるように、
確かに日本では、常に国と地方で財源の取り合
いや調整などが行われていますね。

宮　代　欧米では都市の経営がしやすいように
税制や財政が設計されていますが、日本では税

制や財政がすっきりしておらず、都市の経営が
やりにくい面があると感じています。

伊　藤　要するに、欧米の都市では自動車を買
えるだけの収入がある所得層から税金・罰金・
使用料などを徴収し、それらを財源としながら
個人所有の乗用車移動についての一定の制限を
課すと同時に、低所得者層も含めて移動しやす
い仕組みを作っているということなのですね。
その結果として、新しい都市交通政策やモビリ
ティサービスが次々と誕生しています。しか
し、日本では「都市の経営」やそれを前提とした
税制や財政の仕組みがないため、欧米の都市と
比べて都市交通政策やモビリティサービスで遅
れてしまっているということでしょうか。

宮　代　そうです。したがって、日本でモビリ
ティに関する新しい取り組みをやろうとすると
ツールを作るところから始めないといけないか
もしれません。フランスでは移動権を認めた際
に、その財源の確保のために企業に課税しまし
た。従業員の中には出勤する際に自家用車でな
く公共交通機関を利用する人もいるだろうとい
う理由で、従業員数を根拠にして企業収益の
3％程度を徴収し、それを財源として公共交通

機関を整備していくことで低所得
者層であっても移動できる環境を
作っていきました。
　一方、ドイツには再生可能エネ
ルギーで発電した電力を地産地消
で売電している “ シュタットベル
ケ ” という地域電力公社があるの
ですが、地方自治体が株主となっ
ている公社なので売電した収益を
地域に還元する必要があります。
実は、ドイツの自治体では、シュ
タットベルケからの配当金や税収
などをもとに、公共交通への補助
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も行っています。財政に頼らずに赤字を補填す
る財源を持っているわけです。

伊　藤　行政が果たすべき基本的な機能である
所得やリソースの再配分を、地方自治体が主体
的に行えるようになっているからこそ、モビリ
ティサービスに必要となる取り組みが行えるわ
けですね。

宮　代　日本でモビリティサービスが導入さ
れ、事業として成立するかどうかは、地方自治
体が自らの裁量権による権限や財源をどれだけ
持てるかということによると考えています。都
市部における公共交通機関の多くは黒字です
が、地方では財政が苦しいためにどんどん縮小
せざるを得なくなっていますが、高齢者などの
移動弱者の移動を担保しようとすると権限や財
政がなければ方策を取るのは非常に難しいと思
います。

■「新興企業に機会を提供することで
　モビリティの課題解決を狙う欧米の都市

伊　 藤　 パ リ 市 の Verib
ʻ や Autolib’ の 事 例 を 含
め欧米の事例を見ている
と、地方自治体がスター
トアップや新規事業のプ
レイヤーにチャンスを与
え、彼らと組んでいくこ
とでモビリティに関する
課題を解決しようという
姿勢が垣間見えます。そ
して、そういった新興プ
レイヤーがその街で成功
すると、国内の他地域や
海外に展開していくとい
う流れができているよう

に感じています。参考になる事例があればご紹
介いただけないでしょうか。

宮　代　新興プレイヤーにチャンスを提供して
オープンに新しいサービスを取り入れている代
表格がサンフランシスコ市です。サンフランシ
スコにはケーブルカーや路面電車があります
が、そもそも坂が多いので大掛かりな公共交通
網を作るのが難しく、郊外までをつなぐ鉄道が
1、2 本しかありません。そのため、公共交通
網に空白が沢山あり、その結果として自動車の
移動分担率が8割を超えるといった状態になっ
ています。したがって、公共交通の空白を埋め
るラストワンマイルのサービスにどんどんチャ
ンスを与えるのが手っ取り早いと考えているの
だと思います。最近一斉に入ってきて注目され
たのが（図1）の左上にある E-Scooter です。
SPIN、LimeBike、BIRD といったサービス事
業者が乗り捨て自由の電動スクーターを貸し出
すサービスを始めたら、住民にものすごく受け
ました。ただ、今では歩道上に乗り捨てられた
スクーターが散乱したり、歩行者が危険な目に
あったりしたことで、規制しようという流れに



Uber 都市交通の“先駆者”目指す

3(出所：各種報道資料をベースに国際研作成）

図 2：都市交通の先駆者を目指すウーバー
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なっていて、提供事業者を 5 社に限定し台数
の上限も設定しようとしています。ただ、ユー
ザーの需要は引き続き期待できることから、既
存の 3 社を含めて 12 社が応募していると聞
いています。
　サンフランシスコ市のやり方で注目すべきな
のは、まずは新しいプレイヤーにチャンスを与
えてみて実際にユーザー需要があるどうかを確
認し、需要があることが確認されたところで規
制を導入するという点です。しかし、日本の場
合にはユーザー需要があるかどうかを確認する
前に安全性や既存事業者との利害調整を理由に
制限をかけてしまい、新しいサービスがなかな
か導入されない、広がらないという結果になっ
ているように思います。

■「呉越同舟」による社会実験を行う
　哲学が有力な新サービスを生む

伊　藤　パリ市やサンフランシスコ市の取り組
みは、地域産業の振興という視点で見た場合で
も興味深いです。都市の交通課題の解決策とな
る新しいサービスをスタートアップなどの新興
プレイヤーに門戸を開くことで、そのサービス
が成功して他地域に展開するようになると、そ
のスタートアップがどんどん成長して都市に雇
用や税収が生まれるという好循環を狙ってい
ます。実際にウーバーは世界的な大企業に成
長し、サンフランシスコ市内のかつては若干
治安の悪かった場所に本社を設けています。
Autolib’ もパリ市で成功したのちにロンドン、
米インディアナポリス、シンガポールなどに
サービス展開しています。しかし、日本では地
域産業の振興というと、工業団地に企業を誘致
する、スタートアップのインキュベーションオ
フィスを設けるといった古典的な政策ばかり
で、新しい都市交通政策によって新しいビジネ
スを創出するといった取り組みはほぼ皆無であ

ると思います。

宮　代　サンフランシスコ市としては市内で始
まったサービスが普及拡大することでスタート
アップが成長してほしいという考えなのでしょ
うね。（図1）に示したサンフランシスコ市内で
展開されているモビリティサービスには、電動
スクーターや自転車のシェアリング、カーシェ
アリング、ライドシェア、オンデマンドバス（乗
合バン）、自動運転車、デリバリーサービスな
どがありますが、その大半がスタートアップで
す。これだけのスタートアップを受け入れて住
民の反応を見ながら、その良さを殺さずにむし
ろ活かしていくような発想で規制を運用してい
ます。

伊　藤　オンデマンドバスのChariotはフォー
ドに買収され、自動運転車の Cruise は GM に
買収されるなど、サンフランシスコ発のスター
トアップが大手自動車メーカーを動かす流れに
なっています。

宮　代　ウーバーが自転車シェアリングの
Jump を買収しています。ウーバーの競争
相手である Lyft も二輪車ビジネス最大手の
Motivate を買収しています。欧米ではユー
ザーの需要をつかんだモビリティ関連のスター
トアップが買収されるという流れが普通になっ
てきています。
　先日の筑波大学 石田名誉教授の話では、ス
マートシティチャレンジで選定されたコロンバ
ス市では、連邦政府が 4000 万ドルの資金を
投入した結果、民間から 5 億ドルの資金が投
入されたとのことでした。日本とは全く違う規
模で活動が行われていることに注目すべきと思
います。

伊　藤　連邦政府が集中的に資金投入した結

果、その 10 倍以上の資金が民間から流れ込む
というのは目に見える景気刺激策でもあります
ね。しかも 2020 年までに 10 億ドルを目指
すということでしたので、それが実現すれば
20 倍以降の経済効果になります。

宮　代　サンフランシスコ市の事例でもコロン
バス市の事例でも共通して言えることは「呉越同
舟」だということです。予め事業者を絞り込ま
ず、市外の企業であっても、スタートアップ企
業であっても、どういうサービス内容であって
も、まずは受け入れてみて住民に使わせてみる
わけです。ユーザーである住民が様々なサービ
スを体験することによって、どのサービスの使
い勝手が良いのかが分かっていき、良いものは
伸び、その他は淘汰されて
いきます。このような自由
競争の原理を入れているこ
とが特長です。

伊　藤　街まるごとでデ
ザインシンキングをやっ
て い る よ う な 状 況 で す
ね。チャンスを公平に与
えるというところが日本
よりもフェアですね。日
本の場合は既得権益の意
識が強いので、既存の事
業者が優先される傾向が
あるように感じます。

宮　代　ウーバーのようなライドシェアの成長
企業が生まれた背景には、こういう行政の哲学
が大きく影響しています。

■あらゆる移動ニーズを取り込む欧米企業

宮　代　（図2）はウーバーの取り組んでいる事
業領域を図示したものですが、彼らは四輪乗用
車のライドシェアサービスである UberPool
から始まり、現在は二輪の世界にも進出してい
ます。Jump という電動自転車のシェアリン
グ会社を買収し、E-Scooter の LimeBike に
出資しています。最近始めた Uber Rent とは
クルマを持っていない人がライドシェアサービ
スを提供できるようウーバーがクルマを貸し出
すサービスです。また、日本でも始まってい
ますが、Uber Eats のようなデリバリーサー
ビスも提供しています。業務提携した masabi
というのは公共交通にスマホで乗車できるモバ
イルチケットを展開している企業でして、彼ら
は電子決済のサービスも提供しています。

　こうやってウーバーが提供している様々な
サービスを俯瞰してみていくと、ウーバーのア
プリ一つで様々なサービスを利用できるように
することで都市内外の移動は全てウーバーで完
結することを目指していることが分かります。
更に彼らは空の世界にも進出しようとしていま
す。“ フライングタクシー ” という概念で垂直



 Daimler-CASE全般で積極投資(特に2017年）：枠外

(出所：各種報道・資料より国際研まとめ）
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Daimlerが掲げる“CASE”のアプローチ
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VW MOIA ライドシェア用EVシャトル

(写真出典：MOIA HP) 5

豪華な乗合用ＥＶシャトル (18年からハンブルクに投入)

 通常10人以上が乗れる大型ボディに、6座席のみ設置
- 新幹線グリーン車を凌ぐ座席スペース

- 全席に読書灯、USB電源、ｱｰﾑﾚｽﾄ、Wifi も標準装備

 安心感・プレミアム感重視-“快適”移動の提案

(出所：各種資料をベースに国際研作成）

図 3：ダイムラーが手掛けるモビリティビジネスの全体像 図 4：フォルクスワーゲンが発表した MOIA の EVシャトル
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離発着できる乗り物を開発し、飛行しながら移
動できるサービスも提供していく考えです。現
在、機体の開発者を選定するための公募プロ
セスが始まっていますが、興味深いのは乗り
降りの利便性にこだわっていることです。身
長 180㎝程度の乗客が屈んで乗り込まなくて
も良いような乗り込み口にすることを要件にし
ており、異なる乗り物をできる限りストレスフ
リーで乗り換えられることを目指していること
が分かります。
　都市交通の利便性を上げたい行政があらゆる
サービスに対して機会を与えようとする哲学に
ついて先ほど述べましたが、逆に企業側も可能
性があるサービスであれば次々と手掛けていこ
うという姿勢を持っているのです。
　フォードはオンデマンドバスの Chariot や
自転車シェアリングの GoBike を買収してい
ます。フォードよりも大胆に買収を繰り返し
ているのがダイムラーです。（図 3）はダイム
ラーが手掛けているモビリティビジネスの全
体像ですが、自ら始めた Car2Go というカー
シェアリングサービスに加えて、マルチモーダ
ルサービスアプリの moovel やタクシー配車
の mytaxi と い う ス タ ー
ト ア ッ プ を 買 収 し て い
ま す。 実 は、2014 年 に
mytaxi を買収した頃から
自社にないビジネスはど
んどん買収するという姿
勢を明確にしています。
なぜダイムラーがこれほ
どまで大胆な買収戦略を
実行できたかというと、
DFS（Daimler Financial 
Services）というファイ
ナンスの関連会社が実行
部隊になったからです。
メーカーのスピード感だ

と時間がかかることが分かっていたので、金融
のスピード感で進めるという賢い判断をしたの
ですが、更に彼らが賢いのは、モビリティサー
ビスの競争は決済システムを握ることだとわ
かっていたことです。実際、DFS はルクセン
ブルクにある PayCash というスマホ決済の
会社を買収し、Mercedes pay という自社の
決済システムを作りました。中国の Alipay や
WechatPay の発想に近い考え方です。
伊　藤　ダイムラーと同じようなことを日本で
やろうとしても、そもそもグループ全体の未来
を決めるような買収戦略をファイナンスの関連
会社に担わせようという経営判断がされない気
がします。加えて、個別の企業を買収するかど
うかの判断の際に、買収したら本当に儲かるの
かと問われて、最終的に買収を取りやめそうな
気がします。どうしてダイムラーはここまで大
胆な経営判断ができるのでしょうか。

宮　代　ダイムラーは買収戦略について明
確 な 哲 学 を 持 っ て い ま す。 イ ギ リ ス 発 の
mytaxi、ルーマニアの Clevertaxi、ギリシャ
の Blacklane のいずれの買収にも共通してい

るのは既に一定の市場シェアを占有している会
社だったということです。自社が製造している
自動車に、買収した会社が提供しているサービ
スやアプリを足すことによって、ダイムラーは
グループとしてより強い会社になれると考えて
いるのです。逆にゼロからサービスを生み出し
て、オペレーションまでを全て内製化しようと
は考えていません。
　トヨタ自動車の場合はタクシー配車アプリの
ジャパンタクシーに出資はしますが、買収まで
は考えていませんし、実際にそうしようとする
と大騒ぎになるでしょう。しかし、ダイムラー
が実際にやっているのはそういうことでして、
高い市場シェアを占有しているモビリティサー
ビス会社を DFS が買収することでダイムラー
本体とのシナジーが働き、お金が回る仕組みが
作れると考えているのだと思います。

伊　藤　自動車メーカーからするとモビリティ
サービスが充実すればするほどクルマが売れな
くなる可能性もあることから、収益源を食い合う
カニバリゼーションを恐れてモビリティサービス
には積極的に進出しないという経営判断を下して
もおかしくないですが、な
ぜ欧米の自動車メーカーは
これほどまで大胆にモビリ
ティサービスに踏み出そう
とするのでしょうか。

宮　代　ヨーロッパの自
動車メーカーは、いわゆ
る GAFA（グーグル、アッ
プル、フェースブック、ア
マゾン）の勢いの凄まじさ
は強く感じていると思い
ます。急激に成長したウー
バーやリフトについても同
じような感覚で捉えている

はずです。そして、こういう新興企業が現れて既
存の業界を一気に押し流すという恐怖感は以前か
ら持っていたと思います。少し前までは都市の
ニーズに合わせて Car2Go のような自社サービ
スを着実に展開する戦略だったのですが、ウー
バーが急成長し、グーグルが自動運転車などで交
通の世界に乗り出してきたので、一気に買収も含
めた戦略に加速したと考えています。

■ “乗り物” にこだわった王道を突き進む
　フォルクスワーゲン

宮　代　ローマ帝国のようにモビリティビジネ
スを支配することを目指しているダイムラーに
対して、全く違う戦略をとっているのがフォル
クスワーゲンです。フォルクスワーゲンはク
ルマ屋の王道を行くような会社でして、モビ
リティサービスや MaaS に取り組むと宣言は
したのですが、実際に何をしたのかというと
MOIA という新しいブランドと別会社を立ち上
げてオンデマンドバスを提供するための電気自
動車シャトル（EV シャトル）を作りました。こ
の EV シャトルが極めて豪華でして、コミュニ



① I.D.シリーズ：電動車コンセプト／自動運転対応
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VW 都市・都市モビリティとの関わり方

1. I.D. Crozz (SUV)
• 2020量産予定
• 一充電500km走行

2. I.D. Buzz (Bus/Van)
• 2022量産予定
• 一充電480km走行

3. I.D. Vizion (Bus/Van)
• 完全自動運転対応(‘30)
• 次世代モビ提案

4. I.D. Concept
• 2020量産予定
• ｢WE｣対応(?)

5. I.D. R Pikes Peak
• 2018Pikes Peak圧勝
• トルク特性・酸素濃度無関係のEV特性

(出所：VW HP I.D. Series、ならびに各種報道より国際研作成）

VW 都市・都市モビリティとの関わり方
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② モビリティサービス：都市乗合移動支援(「MOIA｣)
(2016/12立上り） Berlin/Hamburg/Helsinki皮切り

③ 電動車カーシェア： I.D.シリーズシェア専用EV
(2019独皮切り） ｢WE｣-新サービスP/F

④ Micro Mobility： チョイ乗り移動手段提供 (｢WE｣サービスP/F)
(2018/3ジュネーブ) I.D. Streetmate・I.D. Cityskater (習作)

<Cityskater折
り畳み時
(右)>

<Streetmate/ Cityskater>

<Cityskater走
行時(左)>

<Streetmate
着座時(右)>

<Streetmate立
乗り運転時
(左)>

(出所：VW HP/プレスリリース(2018-07-04)他各種報道資料より国際研作成）

図 5：フォルクスワーゲンが展開するI.D.シリーズ

図 6：フォルクスワーゲンが取り組む新しいモビリティビジネス
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ティバスによく使われている日野自動車のポン
チョというミニバスと同じくらいの大きさな
のですが、乗客の座席が 6 席しかないという
贅沢な作りになっていま
す。要するにこの EV シャ
トルは飛行機のビジネス
クラスに近い、乗客のパー
ソナルスペースを確保し
たプレミアムな乗合シャ
トルなのです。

　もう一つの特徴は開口
部の高さが 175㎝ある乗
降口です。開口部が広い
ことは、腰をかがめるこ
となく乗降できるという
意味で乗客にとって嬉し
いことですが、短時間に
乗り降りができるという運行面でのメリットも
大きいのです。モビリティサービスを考えると
きにカギを握るのが停車時間なのですが、これ
だけ広い乗降口をとり、車内スペースがゆった
り取られていると一人当たりの乗降時間を相当
短くできるのです。
　フォルクスワーゲンが更にすごいのは MOIA
の EV シャトルをハンブルグ市に一気に 200
台投入すると宣言していることです。大量導入
してみることで実証のための実証ではなく、
ユーザーの需要があるかどうかを本気で判断し
ようとしているのだと思います。
　そしてフォルクスワーゲンが最近発表したの
が “We” というシェアリングサービスのための
ブランドです。電気自動車のカーシェアリング
は I.D. というシリーズの電気自動車を使うと
いっていますが、I.D. には乗用車や SUV のモ
デル以外にも昔のフォルクスワーゲンバスに
そっくりな I.D. Buzz などバスやバンのモデル
も展開しようとしています。そしてこれらの車

両は全て自動運転に対応していくとのことです
ので、MOIA の EV シャトルの延長線上には自
動運転化が想定されているといえます。

　We シリーズに最近加わることが分かったの
がパーソナルモビリティです。彼らは二輪や三
輪のパーソナルモビリティをシェアリングサー
ビスに加えようとしていて、Streetmate とい
う電動スクーターと Cityskater という三輪電
動スクーターを発表しています。Streetmate
というのはちょい乗りができるように立った
ままでも乗ることができる電動スクーターで
して、シェアリングで使いやすいことを考
えて設計されています。もちろん椅子を出せ
ば座ったまま乗ることもできます。一方で、
Cityskater はコンパクトに折りたためる電動
スクーターでして、電車やバスに持ち込むこと
を想定しています。
　要するにフォルクスワーゲンはサービスから
ではなく、ハードウェアという形からモビリ
ティサービスに入ろうとしているのです。サー
ビスから入ってくるウーバーや E-scooter の
スタートアップなどと差別化するために、フォ

ルクスワーゲンはまずは魅力的なハードを開発
し、それをサービスと連携させることによって
新しい世界を切り拓こうとしています。MOIA
の EV シャトルが典型例です。ジュネーブモー
ターショーで Streetmate や Cityskater が発
表されたときには何を狙いにしていたのかが分
かりませんでしたが、ちょい乗りができるス
クーターが借りられることで駅からちょっと離
れた場所に行ける、持ち運びができるスクー
ターを所有することで異なるモビリティサービ
スに乗り換えていく負担をできる限りなくす、
といった新しい価値を提供しようとしていると
感じています。

伊　藤　そもそもフォルクスワーゲンが二輪
車や三輪車を作っていたイメージがないので
すが。

宮　代　その通りです。ヨーロッパメーカーで
は BMW やプジョーはバイクなどの二輪車を
展開していますが、フォルクスワーゲンは四輪
車しか作っていません。だからこそユニークな
車両を提案することができたのだと思います。

サービス提供するライバル企業よりはタイミン
グが一歩遅れますが、ハードウェアで提案する
からこそ、彼らは必ずそこに工夫を一つ二つ加
えてきます。モノで見せることがメーカーとし
ての使命であるという哲学が徹底しているのだ
と感じています。

■なぜ日本企業はフォルクスワーゲンの
　ような戦略をとれないのか

伊　藤　宮代さんによるダイムラーとフォルク
スワーゲンの解説を伺うと、ダイムラーのよう
な戦略的な経営スタイルは日本企業にとって
ハードルが高いと感じますが、一方でフォルク
スワーゲンのような “ モノ重視 ” の経営スタイ
ルであれば日本企業もやれそうな気がするので
すが。

宮　代　私もそう思います。フォルクスワーゲ
ンのように実際にハードウェアが作ることがで
きれば自動車メーカーとしてすごく面白いだろ
うと思います。商用車も含めて挑戦できると更
に良いと思います。

伊　藤　それでは実際に
同じようなことができな
いのはなぜなのでしょう
か。

宮　代　セダンとか SUV
とかバスといった今のク
ルマの形からいったん離
れて移動のあり方を問わ
れる機会がほとんどない
からだと思います。ある
状況において自分が移動
するとしたらどういう乗
り物が良いのかというと



全長 編成定員 出所（何れもHP)

通勤電車 20m
(10両200m)

1500名
(10両)

京浜東北線(E231)

JR東日本

連節LRT 18m 80名
ポートラムオレンジ
富山ライトレール

路線バス 11m 80名
都営バスK-C281
都営バス資料館

コミュニティバス 7m 30名
日野ポンチョ
日野自動車

ハイエースワゴン 4.8m 10名
グランドハイエース
トヨタ自動車

タクシー 4.4m 5名
ジャパンタクシー"匠"
トヨタ自動車

オンデマンドシャトル
(自動運転)

4m 10名
EZ10 Forus Norway
EasyMile News

軽自動車 3.4m 4名
ダイハツ ムーブＸ
ダイハツ

超小型パーソナルEV 2.5m 1名
コムス(一人乗り）
トヨタ車体

モビリティツールとサイズ感

(出所：各社HPを基に国際研作成) 8

モビリティツールとサイズ感

9(写真出所：山手線E235-JR東HP、日野ポンチョー日野HP、EZ10-DeNA Automotive HP、コムス2人乗り-Ha:mo HP
文：国際経済研究所作成)

通勤電車：1編成（200m)
３分毎に、１,５００人を輸送

コミュニティバス
５０台 (350m)

自動運転ミニシャトル
150台 (600m)

2人乗り超小型ﾓﾋﾞﾘﾃｨ
750台(1.8 km)

＜１台の乗降に許される時間＞

約 ３秒 約 １秒 約 0.24秒

他のツールに置き換えるには・・・

図 ７：様々な乗り物を定員・全長で比較した図 図 ８：鉄道を他の乗り物に置き換えると
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ころから検討する機会が与えられればもっと
ユニークな乗り物のコンセプトが出てくるは
ずです。
それから、海外ではウーバーや自転車シェアリ
ングなどの普及によってシェアの概念が常識に
なっていますのでシェアリングサービスを前提
としたマルチモーダルの概念が浸透しています
が、日本では公共交通がものすごく発達して
いるので公共交通がカバーできないエリアに
その他のサービスを “ つなぐ ” というのが日本
版のモビリティサービスに概念になってしまい
ます。メインが公共交通で、それをつなぐため
の “ 二次交通 ” としてのモビリティと位置付け
られてしまうと、そのモビリティが移動の基幹
を担うという概念ではなくなってしまうため、
メーカーとして本気で取り組みにくいのだと思
います。

伊　藤　なるほどですね。やはり交通事情の違
いがハードウェアとしての新しいモビリティへ
の取り組みにも大きく影響しているということ
ですね。

■既存の様々な乗り物を比較することで
　新しいモビリティが見えてくる

宮　代　ハードウェアとしてのモビリティを考
えるときに速度とサイズ感から考えることが重
要になってきます。（図7）は当研究所で分析し
た様々な乗り物の比較表ですが、新しいモビリ
ティを検討するときには既存のハードウェアの
比較から始めることが肝要だと考えています。

　まず鉄道から見ていきますと、首都圏のほと
んどの通勤車両の場合は一車両 20m が十両編
成で運行しており、一両の定員が 150 人です
ので一編成で全長 200m に 1500 人程度が乗
車していることになります。同様に LRT の場
合は二両編成で全長 18m に定員 80 名、コミュ
ニティバスは全長 7m で 30 名、そしてパーソ
ナル EV のコムスの場合は全長 2.5m で 1 名
となります。
　通勤電車の代表格である山手線の場合は 3
分ごとに 1500 人を輸送していますので、こ

れを他のモビリティに
置き換えるとすると、
コミュニティバスの場
合は 50 台のバスで輸
送することになり、3
分 ÷ 50 台 ＝ 3.6 秒 ご
とに乗降してもらうこ
とが必要となります。
（図8）自動運転ミニバ
スの場合は定員 10 名で
すから 150 台となり、
コミュニティバスの 1
／ 3 の時間の 1.2 秒ご
とに乗降が必要です。
コムスに至っては仮に
二人乗りが可能になっ

ても 750 台が必要となり、0.24 秒ごとの乗
降が必要です。しかも 750 台が連なると車間
距離がゼロでも 1.8㎞になりますので鉄道の駅
間を超えてしまいます。（例えば山手線の駅間の
場合は 0.5㎞～ 2.2㎞）
　このように比較していくと、東京のように
大量の人員を輸送しなければならない路線を
小型のモビリティで代替することは難しいこ
とが分かります。したがって、東京のような
場所で新しいモビリティの活躍の場を作るに
は大量輸送している人員を少しずつ分散化す
るようなことを考える必要があります。一編
成 1500 人の大半が乗降するような駅の場合
は車両よりも駅側がパンクしかねないので、
その乗降客を前後の駅で 3 分割して 400 人ず
つ降りてもらってコミュニティバスや自動運
転バスなどで輸送すればひょっとすると混雑
解消につながるモビリティサービスが提供で
きるかもしれません。

伊　藤　車両の輸送力と乗降時間という目線で
様々なモビリティを比較するというのは非常に

面白いですね。鉄道が運休するとタクシー乗り
場に長蛇の列ができる理由も良くわかります。

宮　代　日本でモビリティサービスを検討す
る場合には、大量輸送を可能としている鉄道
の良さを前提にして、かなり突っ込んで検討
していかないと解は見えてこないように思い
ます。例えば、新宿のように混雑する鉄道の
乗換駅に代替となるバス路線を敷設してもか
えって乗り降りに時間がかかって解決策にな
りません。乗降客の少ない一駅前で降りても
らって別の駅に輸送するのであれば解決にな
るかもしれませんが、そのためには可能性の
ある輸送ルートや輸送手段を乗客のニーズと
最適に組み合わせられるような実験を重ねて
いくことが必要となります。パーソナルモビ
リティから路線バス程度の車両まで様々なバ
リエーションの車両を用意して、顧客ニーズ
と合致する路線や頻度を見つけていくという
試行錯誤を繰り返すことが必要でしょう。も
し、日本で最適解が得られるソリューション
が開発できれば、おそらく世界のどこに持っ

て行っても使えるもの
になると思います。

伊　藤　仰っている発
想はインターネットの
ようなネットワークシ
ステムと似たような概
念ですね。ハードウェ
アにもシステムにも柔
軟性を持たせておくこ
とで、輸送量の変化に
合わせて柔軟に対応が
できる強靭なシステム
ができればこれまでの
都市交通のあり方を大
きく変えられる可能性



山口市 交通体系見直し 日常の移動手段

10(出所：山口市 公共交通に関する市民アンケート調査(平成28年10月)）

図 ９：山口市における市民アンケート調査
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があります。ただ、実際に実現しようとすると
規制の問題や既存サービスの既得権益の問題を
乗り越えていく必要がありますね。例えば、午
前中にバスの運転手だった人が午後からタク
シーを運転することは認められていません。

宮　代　ウーバーのようなサービスは点と点を
直接結ぶ際には最適かもしれませんが、東京の
ように大量の乗客が大量輸送機関によって移動
するような場所では最適解にはなりえません。
むしろ渋滞を増やす結果になりかねないと思い
ます。日本では、個の移動を制限し、乗合を活
かしたほうが全体としての乗客の満足度は上が
るのではないかと思っています。
　実際に様々な乗合の組み合わせを実証してい
くようになると、今の社会システムのままでは
色々と不都合が発生すると思います。理想的に
は運転者も車両もサービス事業者ももう少し自
由に役割を変えられるようにしたほうが様々な
都市の特性に対して最適な解決策をもたらせる
ように思います。

伊　藤　車両について
もトヨタ自動車が発表
した e-palette のよう
に乗客も荷物も運べる
ほうが最適解をもたら
せ る よ う な 気 が し ま
す。朝夕は乗客の輸送
ニーズが高いですが、
出勤・登校してしまえ
ばそこからは乗客より
も荷物を運ぶニーズが
高まるように思います。

宮　代　仰る通りです
ね。 石 田 先 生 も 仰 っ
ていますが、貨客混載

を本気で進めるのであればバスに荷物を積
むよりも宅配車で乗客を運ぶほうが確実に
サービスとしての満足度は上がると思いま
す。スイスでは郵便車が人も運んでいます
し、イギリスでもスコットランド地方では
郵便車がバスにもなっていて人が乗れるよ
うになっています。

■お金に転換していない移動を顕在化
　させることで新サービスが見えてくる

宮　代　先日、たまたま山口県で講演する機会
があったのですが、山口市における住民の日常
の移動手段のアンケート結果（図９）を見ていた
らとても興味深いことに気づきました。買い物
や通院はほとんどの方が自動車で行っているの
ですが、大半の方がご自身で運転しているもの
の、友人や家族に連れて行ってもらっている
ケースが 10％を超えていたのです。このアン
ケートをとったのが 2 年前ですので、高齢化
が進んで免許返納率が高まるとあっという間に
2 割を超えてしまうと思います。

The Next Vehicle World
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　しかし、モビリティサービスの観点で見る
と、これは潜在的なサービス化の可能性があ
るということを意味します。現在は家族や友
人が自分の時間を使って無償で送迎している
のですが、そこにショッピングセンターの無
料送迎サービスや介護施設の送迎サービスな
どを組み合わせていき、空席だらけの路線
バスと融合させていくと、様々な輸送ニーズ
に合わせて柔軟に対応する新たなモビリティ
サービスの可能性が見えてきます。そうやっ
て顕在化していない移動の負担を見える化
し、束ねていくことができれば、送迎してい
た人は移動に使っていた時間を働く時間や子
供を育てる時間に振り替えることができるか
もしれません。今では同じような課題を日本
全国が抱えているように思います。

伊　藤　冒頭では、ヨーロッパやアメリカの
都市において、貧困層が移動の自由を持って
いないことが、スラム街など都市の影の部分
を生んできたという話がありましたが、その
話をこれからの日本に置き換えると、高齢者
のように自分で移動することが困難な人達が
増えていくと、地域の影の部分が増えていき
全体として社会不安に繋がるような気がして
なりません。

宮　代　高齢者の問題が移民のような低所得層
と違うのは、高齢者は声をあげない可能性があ
るということです。つまり行動に移せないとい
うことです。低所得者層の場合は不満がたまる
と犯罪行為や暴動などにつながりやすくなりま
すが、高齢者の場合は不満が顕在化しないまま
本人や家族がちょっとずつ不幸になっていくと
いうことになりかねません。
　したがって、運転手の時間給よりも安いコス
トで使うことができるモビリティサービスが

あって、差額を地域コミュニティや家族が負担
することができれば、多くの人にとって意味の
ある解決策になると思います。また、利用者に
とってもお金を払えばサービスが利用できると
いう感覚になれば、送迎してもらう後ろめたさ
はなくなり、趣味やスポーツや友人との交流の
ために積極的に家を出ようという気になると思
います。そうやって、地域内の交流を活発にし
て人の移動が活性化すれば、健康寿命の維持に
もつながります。
　実は個人的見解として、モビリティカンパ
ニーになるということはそういうことだと考
えています。少子高齢化が進むと家族が支え
あう “ 自助 ” では限界があります。また、医療
費や介護保険料が急増している中で公的機関
による支援としての “ 公助 ” も限界を迎えつつ
あります。そうなると最後に残るのは地域住
民同士で支えあう “ 互助 ” しかありません。
そういう互助の仕組みも含めて地域コミュニ
ティを維持していくための取り組みを企業が
支えることができれば、地域の維持発展とと
もにビジネスも維持発展できると考えていま
す。そこには確実に移動のニーズも含まれる
はずですが、それ以外のニーズにも対応して
いくことが求められます。

伊　藤　宮代さんの仰る通りと思いますが、こ
ういう話を自動車業界の人にすると自分たちの
やるべきことではないと思われる方が大半であ
るように思います。互助までは考えなくても良
いですが、少なくとも四輪車に閉じることな
く、都市交通のあり方や新しいモビリティや
サービスの可能性などを一旦ゼロベースで考え
ていくことは求められると思います。豊田章男
社長が仰っているモビリティカンパニーになっ
ていくためには何が求められるのかをお話しい
ただけないでしょうか。
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 新規開発車型は他地域・海外の同種顧客に提供可能(同社幹部談）

(出所：同社HPその他各種報道等公開資料から国際研作成）

図 10：ユーザーニーズに応じた車両を開発するStreetScooter 社

The  TRUCK 2018年9月号　37The  TRUCK 2018年9月号　36

The Next Vehicle World
胎動する次世代ビークルの世界 ⑪

■モビリティカンパニーになるとは
　どういうことか

宮　代　これもまた個人的な見解となります
が、まずは移動の形が新たに問われている中
で、クルマをどうしていくのかを考えていくこ
とではないでしょうか。これまでは商用車と乗
用車、タクシーとバスなどをきっちりと住み分
けて、それぞれがお互いの領域を侵さないよう
に取り組んできたのですが、乗合などが増えて
いってタクシーとバスの境目が分からなくな
り、貨客混載によってトラックとバスの境界が
無くなっていき、自家用車が乗合などにも使わ
れるようになると、もう一度移動のあり方とそ
れに適した手段という視点からものづくりを考
えなければならないと思います。そういう視点
に立てばフォルクスワーゲンのように二輪車に
も自然に取り組むようになるでしょう。
　必ずしも二輪車にこだわっているわけではな
いので、コムスのようなパーソナル EV でも構
わないのですが、乗り物を見ただけでどういう
シーンでどういう使い方をするのかが分かるこ
とが大切になります。先ほど述べたフォルクス
ワーゲンの電動スクーターの場合は乗り方のイ
メージ画像を見ただけで使い方のシーンがイ
メージできます。Cityskater の場合は電車に
持ち込めるなと思えるわけです。トヨタ自動車
がモビリティカンパニーになるときにはものづ
くりの会社として絶対にモノから離れて考えて
はいけないと思います。
　モノは必ずサービスとセットになっていきま
すが、サービスまでを全て自社でやろうとしな
くても良く、むしろそこは得意な会社に任せた
ほうが良いと思います。また、コネクティッド
が当たり前になっていくと、移動に関する情報
は常にデータとして入ってきますので、乗り物
のソフトウェアは随時アップデートが求められ
ますし、ハードウェアの形そのものもどんどん

搭載できるようにするためにタイヤを小さく
して床を下げることでスロープを緩くしたト
ラックなど、様々な車両を開発しています。
（図10）

伊　 藤　StreetScooter の 事 例 も そ う で す
が、前述のフォルクスワーゲンの MOIA など
を見ていると、トラックの世界で普通にやって
きたことがトラックよりも小さな車両や乗用車
などで起き始めているということですね。

宮　代　都市におけるモビリティサービスの事
例と共通していますが、特定の地域の特定の
ユーザーニーズに合致する車両を開発したら、
実はその車両を他の地域や他のユーザーにも販
売できるといった可能性が出始めています。し
たがって、商用車と乗用車の境目もいったん取
り払って商用車の良いところを取り込んで乗用
車を作ったらどうなるかといった発想を持つこ
とが重要です。

変えられるようになっていくと考えています。
そうなるとこれまでのように一度のモデルチェ
ンジをしたら、７年間はずっと変わらないと
いったことでは通用しなくなっていくのではな
いでしょうか。トラックでいう架装と近い世界
になっていくように思います。

伊　藤　トラックの場合はメーカーがベースと
なる車体を提供して、架装メーカーがそれをダ
ンプカーや冷凍車にするといった形でユーザー
のニーズにマッチした車両にカスタマイズして
いきますが、そういうカスタマイズが進むとい
うことでしょうか。

宮　代　ユーザーの意向に応じてハードウェ
ア自体をある程度柔軟に変えられるように
なっていくと思います。そういう取り組みを
既に始めているのがドイツのアーヘン工科大
学発で生まれた StreetScooter というベン
チャー企業です。
　ドイツの宅配事業者である DHL・ドイツポ
ストでは日本と同様にアマゾンの宅配便の増
加に困っています。しかし、ドイツで使われ
ている宅配用のバンには後部車輪を格納して
いるホイールアーチが荷室に出ているため、
荷室を段ボールで埋めることができずに無駄
な空間が残ってしまいます。そこで、荷室を
全て段ボールで満たせるバンを開発してほし
いと大手自動車メーカーに頼んだそうなので
すが、どこも作ってくれなかったことからベ
ンチャー企業である StreetScooter に依頼し
たのだそうです。
　DHL・ドイツポストからの依頼がきかっけ
となり、StreetScooter は様々なユーザー
ニーズに応えた車両を開発するようになって
います。宅配向けに開発した車両の派生形と
して開発したゴミ収集車、パン屋さんからの
リクエストを受けてパンのラックをそのまま

伊　 藤　 グ ロ ー バ リ
ゼーションや標準化
に慣れすぎたために日
本企業は全体最適な一
般解を最初から求めよ
うとする傾向が強いで
すが、むしろ個別最適
な特殊解を出すとこ
ろから始めたほうが一
般解に近づきやすい時
代に入っていると思い
ます。ハーバード大学
のオンライン交換日記
のようなところから始
ま っ た Facebook が
世界的企業になったこ
とがその代表例です。

　これから電気自動車が増えていけば、エンジ
ンと違ってパワートレインの配置の自由度がは
るかに高まりますので、特殊解を出しやすく
なっていくと思います。ただし、複数の特殊解
に対応しようとすると個別対応が増えていきま
すので、パソコンの OS のように共通部分を設
け、その上にアプリや周辺機器のようなユー
ザーニーズに応じたカスタマイズ部分を設ける
方向になっていくのだと思います。

宮　代　先ほど申し上げた通り、日本には潜在
的に乗合のニーズが高いので、乗合を前提とし
た乗り物を日本発で提案するチャンスはものす
ごく多いと考えています。フォルクスワーゲン
の MOIA はクラフターというバンをベースに
オンデマンド EV シャトルを開発しましたが、
彼らのようにタブーを設けずに様々な乗り物の
可能性を追求していくことができれば、きっと
日本の強みが活かせると思います。曖昧さを活
かすというところに日本人の特長があるので、
規制も含めて曖昧さが少ないと魅力的な提案が



The  TRUCK 2018年9月号　38

The Next Vehicle World
胎動する次世代ビークルの世界 ⑪

生まれてこなくなってしまいます。

伊　藤　日本では過当競争が行き過ぎていて、
どの街に行っても同じような表情ですし、メー
カーもライバル社のヒット商品に追いつけ追い
越せとやるので似通った商品になりがちです。
しかし、曖昧さを活かす社会システムにするこ
とでむしろ街やモノやサービスにおいてそれぞ
れの特長を活かすような方向にもっていきたい
ところですね。
　世界の動きが非常にスピーディーなので急ぐ
必要がありますが、海外の事例から学ぶだけで
なく、日本の先進的な事例を海外にどんどん紹
介できるようにしていきたいものですね。本日
はどうもありがとうございました。

（略歴）
宮代 陽之 （みやだい　はるゆき）
1983 年工販合併後の第一期生としてトヨタ自動
車入社
以降、主に海外畑を中心に、法務・渉外・広報・
営業・事業企画を渡り歩く。一時的に人事部門も
経験。
海外経験は、米国留学（2 年間）、欧州本社（TME
の前身）5 年間、トルコ工場（1 年強）など
2008 年夏より国際経済研究所にて勤務
調査研究分野は、中東・アフリカ地域の経済・政
治・イスラム分析から始まり、近年は、「モビリティ
と社会システム」をテーマに「都市と交通」「電動
化」「自動運転・モビリティサービス」「スマートシ
ティとエネルギー」などに関心対象を拡げる

5台積み車両運搬車
（扉レス車両、ローダウン車対応OP装着車）

5台積み車両運搬車
（扉レス、側方フォークリフト荷役対応低枠型）

小型ベース軽自動車3台積み車両運搬車

大型３台積み車両運搬車
（ローダウン車対応ゲート装着車）

4t、5.5t ベース2台積み車両運搬車
（オプション装着車）

小型ベース2台積み運搬車
（後柱昇降式、WB延長改造車）

小型ベース2台積み運搬車
（カーボーイOP）

5台積載車両運搬車
（Fジャッキアップ仕様OP装着車）

素早い対応　徹底追求

お客様の信頼のために最高の品質を
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